



Individualized Society and Convenience store in Japan:  
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2015 年時点で、CVS という小売形態がアメリカから輸入されて 40 年、セブン‐イレブンが日
本で最初に店舗を立ち上げて 30 年以上がたった。その間、日本のセブン‐イレブン・ジャパンは、
本家だったアメリカのサウスランド社を買収し（1991 年）、セブンアンドアイホールディングス
（2005 年）という金融を含んだ一大流通企業へと成長している。また 2000 年代以降、セブン‐イ
レブンに対抗する業界二位のファミリーマートは、国外に 6196 店舗（2007 年 4 月末時点、国内


























によれば、1980 年における核家族世帯は 60.2%、単独世帯は 19.8% だったが、2000 年になると
核家族世帯は 58.4% となり、単独世帯は 27.6% となっている。また晩婚化が進み、1980 年には






































‐イレブンでは、1990 年における 50 歳以上の顧客は全体の 9%に過ぎなかったが、2007 年には
20%を占めるようになった（川辺 2007・3:90）。そのため、コンビニ各社も中高年を対象にした
マーケティングを展開している。大枝らの調査によれば、商店街の空洞化、街の美観を損ねる、
人工的食品などの不満をもっているものの、必要なものがすぐに手に入るため、「50 ～ 60 代は一
番利用者が少ない年代にもかかわらず、近くにコンビニがあることの安心感を他の年代よりも強
く感じている」（大枝・海老澤・渋谷・橋本・林 2004 :231）。実際、2001 年以来、東京都多摩ニュー
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に密着したコミュニケーションである。実際、1970 年ごろには 73 万という多数の食料品小売店
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ネットワークを構築しているかを分析する。
２．日本的ネットワークとしてのコンビニ
（1）アメリカという「外部」の内部化  ―― CVS ／コンビニの輸入と逆輸入――






アメリカのCVSの発展を支えたのは、1955 年から 56 年にかけてのハイウェイ法の制定と道路・
高速道路網の整備、そして 1960 年代以降の自動車の大衆化と郊外化である。1957 年には 500 店
舗だったものが、1960 年には 2500 店舗、1965 年に 5900 店舗、1970 年に 13250 店舗、1975 年に
は 25000 店舗へと跳ね上がっている（川辺 2006・2:88）8）。この時期以降、多くのコンビニがセ
ルフサービス形式を含むガソリン販売を手がけている 9）。そのため、アメリカのCVSは、ロード 
サイドのガソリンスタンドを兼ねたものが主流であり、実質上、CVSとガソリンスタンドの区別 





2005 年度の CVS 店舗数は、日本が約 4万 4000 店（ただし CVS 協会に所属していないものを
含めると 5万店を超える）、アメリカが約 14 万店である。まず自然地理・交通環境・生活構造な
どの条件を度外視すれば、日本のコンビニは 7kmに 1店舗、アメリカの CVS は 67km に 1 店舗







ンが導入した CVS が現れた 1967 年‐68 年頃とする説、イトーヨーカー堂がセブン‐イレブンを
豊洲に出店した 1974 年とする説などがある。つまり、CVS、あるいはコンビニをどのように定
義するかによって、誕生の日付は異なる 11）。その後、1980 年代以降のフランチャイズ制の普及







て情報産業へと発展させたこと」（川辺 2006・12:92）にあると、経営史の観点から CVS を分析
する川辺も述べている。つまり、日本のコンビニの特徴は、商品・サービスの需要‐供給サイク
ルを高速フィードバックシステムとしてネットワーク化し、高い密度を実現した点にある。
日本のコンビニが 1980 年代から 1990 年代にかけて独自の発展をとげ、急成長した時期、アメ








した意図は、1990 年から 1992 年にかけての株式取得や経営参加によって、アメリカのセブ
ン‐イレブンがイトーヨーカドーグループの傘下に入る際も変わらなかった 13）。結果として、 


























































んよ」。コンビニ本部が試算した CVS 経営に必要な労働力は、オーナーと妻の 1日 12 時間の 2









































































1）  経済産業省の産業統計におけるコンビニの定義は、「飲食料品を扱い、売り場面積 30 平方メートル以















6）  たとえば高知県の人口密度は全国で三番目に低いが、2006 年の主要コンビニチェーン 15 社のコンビ
ニ総数が 177 店舗と全国でもっとも少なく、2006 年までATM をおいていなかった。また同時期のセブ
ン‐イレブンの出店していない地域は 13 県もあった。









は 75 年に 721 店舗だったものが、80 年には 2247 店となり、ガソリンの販売高は総売上高の 23%（翌年
には 30%）を占めるまでになっている（川辺 2005・6 :89）。82 年にはCVS 約 5万店の 60%近くがガソリ
ンを販売し、84 年には米国ガソリン販売の 12% がCVS での販売となった。89 年には米全土のCVS の
総売上の 54%を占めることで、ガソリン販売が店内商品の売上を上回る（川辺 2005・6 :90）。80 年代の


































16）  そもそも欧州 13 カ国のCVS 店舗数は、年々増加しつつあるものの、2001 年時点であわせて 6217 店













る（田村 1996 :1043‐1044）。これはCVS というネットワークが、ある想像力の閉域を構成していること
を示しているのではないか。
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